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単位：百万円 単位：百万円

預金積金残高の推移

平成24年9月末 平成25年9月末 平成26年9月末 平成24年9月末 平成25年9月末 平成26年9月末

　　科　　目

 　　現金

 　　預け金

 　　有価証券

 　　貸出金

 　　その他資産

 　　有形固定資産

 　　無形固定資産

 　　繰延税金資産

 　　債務保証見返

 　　貸倒引当金

資産の部合計

　　科　　目

 　　預金積金

 　　その他負債

 　　その他引当金

 　　債務保証

負債の部合計

 　　出資金

 　　利益剰余金

純資産の部合計

負債及び純資産の部合計

●貸借対照表 ●損益計算書

経常収益   

　資金運用収益

　役務取引等収益

　その他業務収益

　その他経常収益

経常費用   

　資金調達費用

　役務取引等費用

　その他業務費用

　経費   

　その他経常費用

経常利益   

特別利益   

特別損失   

税引前当期純利益

法人税等合計

当期純利益   

平成26年9月末

 3,775,261 

38,654,382 

201,900 

82,407,264 

756,943 

5,677,140 

74,974 

38,486 

4,516,228 

△ 5,312,503 

130,790,078 

 

平成26年9月末

117,974,818 

594,036 

807,766 

4,516,228 

123,892,849

3,217,770 

3,679,458 

6,897,228 

130,790,078 

平成25年9月末

 4,093,147 

38,928,042 

201,900 

81,688,286 

737,605 

5,980,336 

78,140 

101,555 

5,480,973 

△ 5,582,728 

131,707,258 

 

平成25年9月末

117,944,339 

627,312 

857,003 

5,480,973 

124,909,629

3,262,211 

3,535,418 

6,797,629 

131,707,258 

1,621,416

1,519,158 

73,841 

3,073 

25,343

1,351,414 

192,341 

30,747 

35

1,125,074 

3,215 

270,002 

24 

13,210 

256,817 

77,559 

179,257 

1,675,812 

1,600,392 

74,216 

759 

444

1,489,454 

200,774 

32,740 

—

1,188,449 

67,489 

186,358 

— 

　— 

186,358 

84,066 

102,291 

科　　　目
平成25年4月  1日から

平成25年9月30日まで

平成26年4月  1日から

平成26年9月30日まで

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

（単位：千円）

業務純益 316,922 247,874 

●主要科目の状況

117,944
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●自己資本比率

平成26年9月末時点の自己資本比率は8.22％です。

自己資本比率は国内基準である4％を大きくクリアしております。

基本的項目

補完的項目

自己資本額

リスク・アセット等

自己資本比率

6,797

440 

7,238 

85,643 

8.45%

（単位：百万円）

（単位：百万円）
●金融再生法で定められた債権区分

＜平成26年9月末の算出方法＞

債権区分については、平成26年３月末時点における自己査定による債務者区分を前提とし、当組合の定める基準に基

づき４月１日から９月末日までに倒産、不渡り等の客観的な事象が生じた債務者および前記に準ずる事象が生じた債務

者、また、履行状況等に問題のある債務者について、債務者区分の見直しを行い、債務者区分の変更が認められる先

は、変更後の債務者区分を基準としております。

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第6条第1項において準用する銀行法第14条

の2の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であ

るかどうかを判断するための基準(平成18年金融庁告示第22号)」が平成25年3月8日に改正され、平成26年3月31日から

改正後の告示が適用されたことから、平成26年9月末は新基準に則って算出しております。

危険債権

要管理債権

不良債権計

正常債権

合　　計

H25.9末

H26.9末

H25.9末

H26.9末

H25.9末

H26.9末

H25.9末

H26.9末

H25.9末

H26.9末

H25.9末

H26.9末

4,776

4,894

3,272

2,876

725

709

8,774

8,480

78,478

78,496

87,253

86,977

1,258

1,265

1,468

1,167

202

189

2,929

2,621

3,517

3,629

1,624

1,316

130

72

5,272

5,017

4,776

4,894

3,092

2,483

333

261

8,201

7,639

100.00%

100.00%

94.49%

86.33%

45.94%

36.87%

93.47%

90.08%

100.00%

100.00%

90.00%

77.00%

24.96%

13.85%

90.20%

85.64%

資産の査定の基準については、金融機能再生緊急
措置法施行規則第４条に基づいております。

破産更生債権
及びこれらに
準ずる債権

貸倒引当金引当率
(C)/((A)-(B))

保全率
(D)/(A)

債権額
(A)

担保･保証等
(B)

貸倒引当金
(C)

保全額
(B)+(C)=(D)

●有価証券の状況

１．有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。

　　（1）売買目的有価証券に区分した有価証券はありません。

　　（2）満期保有目的に区分した債券はありません。

　　（3）その他有価証券で時価のあるものはありません。

２．時価のない有価証券は次のとおりであります。

　　非上場株式　201百万円

平成25年9月末

7,264 

— 

7,264 

88,291 

8.22%

（単位：百万円）

平成26年9月末

コア資本に係る基礎項目

コア資本に係る調整項目

自己資本額

リスク・アセット等

自己資本比率
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●貸出金業種別残高・構成比

（注）業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（単位：千円）

製造業 

農業、林業 

漁業 

鉱業、採石業、砂利採取業 

建設業 

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業 

金融業、保険業 

不動産業

物品賃貸業 

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業

飲食業 

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

その他のサービス業

その他の産業

小　計 

地方公共団体 

雇用・能力開発機構等

個人（住宅・消費・納税資金等） 

合　計 

900,610

8,983

14,000

15,988

545,619

49,842

36,036

39,992

2,615,752

1,842,743

31,077,981

6,641

79,422

3,841,249

2,353,445

29,025,696

1,780,730

214,522

1,860,406

35,160

76,344,827

0

0

6,062,436

82,407,264

916,502

—

—

9,170

418,489

1,420

44,445

35,411

2,929,294

2,347,529

27,047,239

1,330

78,944

2,931,211

2,498,638

31,959,650

1,757,115

487,741

1,811,398

9,639

75,285,172

—

—

6,403,114

81,688,286

1.09%

0.01%

0.02%

0.02%

0.66%

0.06%

0.04%

0.05%

3.17%

2.24%

37.71%

0.01%

0.10%

4.66%

2.86%

35.22%

2.16%

0.26%

2.26%

0.04%

92.64%

0.00%

0.00%

7.36%

100.00%

1.12%

0.00%

0.00%

0.01%

0.51%

0.00%

0.05%

0.04%

3.59%

2.87%

33.11%

0.00%

0.10%

3.59%

3.06%

39.12%

2.15%

0.60%

2.22%

0.01%

92.16%

0.00%

0.00%

7.84%

100.00%

区　　　分
平成25年9月末  　　　　　　　　　 平成26年9月末

残　高　　　　　構成比 残　高　　　　　構成比

3

3

●自己資本の充実度に関する事項

（注）

イ．信用リスク・アセット、所要自己資本の額合計                       

　(1)標準的手法が適用されるポートフォリオごとのエクスポージャー                     

　　① ソブリン向け                     

　　② 金融機関向け                     

　　③ 法人等向け                     

　　④ 中小企業等向け及び個人向け                     

　　⑤ 抵当権付住宅ローン                     

　　⑥ 不動産取得等事業向け                     

　　⑦ 3ヵ月以上延滞等                     

　　⑧ 出資等                     

　　　 　　出資等のエクスポージャー

　　　 　　重要な出資のエクスポージャー 

　　⑨ 他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出資等に該

　　　 当するもの以外のものに係るエクスポージャー　

　　⑩ 信用協同組合連合会の対象普通出資等であってコア資本に係る

          調整項目の額に算入されなかった部分に係るエクスポージャー

　　⑪ その他　　                 

　(2)証券化エクスポージャー 

　(3)経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額

　(4)他の金融機関等の対象資本調達手段に係るエクスポージャーに係る

　 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されなかったものの額

　(5)ＣＶＡリスク相当額を8％で除して得た額

　(6)中央清算機関関連エクスポージャー                     

ロ．オペレーショナル・リスク                       

ハ．単体総所要自己資本額（イ＋ロ）                       

平成26年9月末

リスク・アセット

82,805     

82,805     

— 

7,738

38,104     

4,082  

1,272     

20,576     

833     

201

201     

— 

250

499
     

9,341

—    

54     

△150

—

—

5,485

88,291     

所要自己資本額    

3,312     

3,312   

—     

309

1,524     

163     

50     

823     

33     

8     

8     

—    

10
     

19

373     

—

2

△6

—

—

219

3,531

（単位：百万円）

1．所要自己資本の額＝リスク・アセットの額×4％
2．「エクスポージャー」とは、資産（派生商品取引によるものを除く）並びにオフ・バランス取引及び派生商品取引の与信相当額です。
3．「ソブリン」とは、中央政府、中央銀行、地方公共団体、地方公共団体金融機構、日本国の政府関係機関、土地開発公社、地方住宅供給公社、地方道路公社、外国の中央政府以外の
公共部門（当該国内においてソブリン扱いになっているもの）、国際開発銀行、国際決済銀行、国際通貨基金、欧州中央銀行、欧州共同体、信用保証協会等のことです。

4．「３ヵ月以上延滞等」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャーおよび「ソブリン向け」、「金融機関向け」、「法人
等向け」においてリスク・ウェイトが150％になったエクスポージャーのことです。

5．「その他」とは、①～⑩に区分されないエクスポージャーです。具体的には、固定資産、繰延税金資産、その他の資産等が含まれます。
6．オペレーショナル・リスクは、当組合は基礎的手法を採用しています。
7．単体総所要自己資本額＝単体自己資本比率の分母の額×4％
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●信用リスクに関するエクスポージャー及び主な種類別の期末残高

●一般貸倒引当金、個別貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

●金利ショックに対する損益・経済価値の増減額

（注）

製 造 業

農 業 、 林 業

漁 業

鉱業、採石業、砂利採取業

建 設 業

電気・ガス・熱供給・水道業

情 報 通 信 業

運 輸 業 、 郵 便 業

卸 売 業 、 小 売 業

金 融 業 、 保 険 業

不 動 産 業

物 品 賃 貸 業

学術研究、専門・技術サービス業

宿 泊 業

飲 食 業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医 療 、 福 祉

その他のサービス

そ の 他 の 産 業

国・地方公共団体等

個 人

そ の 他

業 種 別 合 計

1 年 以 下

1 年 超  3 年 以 下

3 年 超  5 年 以 下

5 年 超  7 年 以 下

7年超　10年以下

10　　年　　超

期間の定めのないもの

そ の 他

残 存 期 間 別 合 計

25年9月末

938

－

－

9

418

1

44

35

2,990

42,024

27,831

1

78

3,008

2,690

32,221

1,757

527

1,844

9

－

10,497

10,360

137,289

48,891

11,395

9,394

10,757

16,512

26,299

3,693

10,345

137,289

26年9月末

916

8

14

16

545

49

36

39

2,657

41,234

31,569

6

79

3,916

2,505

29,197

1,780

249

1,877

35

－

9,630

9,733

136,102

47,033

13,721

11,365

8,603

12,480

29,788

3,390

9,719

136,102

25年9月末

936

－

－

9

418

1

44

35

2,988

2,347

27,792

1

78

3,004

2,687

32,196

1,757

526

1,842

9

－

10,489

－

87,169

12,357

9,395

9,394

10,757

16,512

26,299

2,453

－

87,169

26年9月末

916

8

14

15

545

49

36

39

2,656

1,842

31,547

6

79

3,911

2,504

29,183

1,780

248

1,876

35

－

9,623

－

86,923

15,037

7,221

11,365

8,603

12,480

29,788

2,426

－

86,923

26年9月末

196

－

－

－

86

－

－

－

184

124

891

－

－

13

55

3,015

－

2

117

－

－

339

－

5,030

25年9月末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

26年9月末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

25年9月末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

26年9月末

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

25年9月末

281

－

－

－

87

－

－

1

55

126

1,117

－

－

37

79

3,284

－

9

104

－

－

442

－

5,628

（単位：百万円）

 信用リスクエクスポージャー期末残高

債　　券 デリバティブ取引
3 ヵ 月 以 上 延 滞

エクスポージャー

貸出金、コミットメント及

びその他のデリバティブ以

外のオフ・バランス取引

エクスポージャー
区分

業種区分
期間区分

1．「貸出金、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランス取引」とは、貸出金の期末残高の他、当座貸越等のコミットメントの与信相当額、デリバ

ティブ取引を除くオフ・バランス取引の与信相当額の合計額です。

2．「３ヵ月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している者に係るエクスポージャーのことです。

3．上記の「その他」は、裏付となる個々の資産の全部又は一部を把握することが困難な投資信託等および業種区分や期間区分に分類することが困難なエクスポージャー

です。具体的には、現金、固定資産、繰延税金資産、その他の資産等が含まれます。

4．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。

5．業種別区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

一般貸倒引当金

個別貸倒引当金

合 計

平成25年9月末 平成26年9月末  

残　　高

440

5,141

5,583

増　減　額

△229

232

4

残　　高

366

4,945

5,312

増　減　額

△73

△196

△270

（単位：百万円）

区 　 分

（単位：百万円）

金利ショックに対する損益・経済価値の増減額             

100ベーシス・ポイント（内部管理基準）             

200ベーシス・ポイント（アウトライヤー基準）       

平成25年9月末 平成26年9月末

0

0

0

0
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1．当組合は、国内の限定されたエリアにて事業活動を行っているため、「地域別」の区分は省略しております。
2．業種区分は日本標準産業分類の大分類に準じて記載しております。

（注）1.エクスポージャーは、信用リスク削減手法適用後のリスク・ウェイトに区分しています。     
　　　2.コア資本に係る調整項目となったエクスポージャー（経過措置による不算入分を除く）、CVAリスクおよび中央清算機関関連エクスポージャーは含まれておりません。

製 造 業
農 業 、 林 業
漁 業
鉱 業 、採 石 業 、砂 利 採 取 業
建 設 業
電 気・ガ ス・熱 供 給・水 道 業
情 報 通 信 業
運 輸 業 、 郵 便 業
卸 売 業 、 小 売 業
金 融 業 、 保 険 業
不 動 産 業
物 品 賃 貸 業
学 術 研 究 、専門 ・ 技 術 サービス 業
宿 泊 業
飲 食 業
生 活 関 連 サービ ス 業 、娯 楽 業
教 育 、学 習 支 援 業
医 療 、 福 祉
そ の 他 の サ ー ビ ス
そ の 他 の 産 業
国 ・ 地 方 公 共 団 体 等
雇 用 ・ 能 力 開 発 機 構 等
個 人
合 計

告示で定めるリスク・ウェイト区分（％）

0

10

20

35

50

75

100

150

250

1250

その他

合　　　　計

貸 出 金 償 却
期 首 残 高 当 期 増 加 残 高 当 期 減 少 額 

格 付 有 り

平成25年9月末 平成26年9月末 

格 付 無 し 格 付 有 り 格 付 無 し

個 別 貸 倒 引 当 金

エ ク ス ポ ー ジ ャ ー の 額 

期 末 残 高

H25年9月末

214
－
－
－

116
－
－
－

39
0

548
－
－

32
83

3,634
－
－

38
9
－
－

191
4,909

H26年9月末

265
－
－
－

90
－
－
7

166
119
825

－
6

38
147

3,284
－
－

62
－
－
－

126
5,141

H25年9月末

265
－
－
－

90
－
－
7

166
119
825

－
6

38
147

3,284
－
－

62
－
－
－

126
5,141

H26年9月末

195
－
－
－

88
－
－
9

159
128
722

－
5

52
114

3,253
－
1

74
－
－
－

139
4,945

H25年9月末

265
－
－
－

90
－
－
7

166
119
825

－
6

38
147

3,284
－
－

62
－
－
－

126
5,141

H26年9月末

195
－
－
－

88
－
－
9

159
128
722

－
5

52
114

3,253
－
1

74
－
－
－

139
4,945

H25年9月末

－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
0
－
－
－
－
－
－
－
0
－
－
－
0
0

H26年9月末

－
－
－
－
－
－
－
－
0
－
0
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
－
0

13,234

377

38,704

3,637

4,135

5,597

70,277

99

38

－

－

136,102

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

－

H25年9月末

214
－
－
－

116
－
－
－

39
0

548
－
－

32
83

3,634
－
－

38
9
－
－

191
4,909

H26年9月末

265
－
－
－

90
－
－
7

166
119
825

－
6

38
147

3,284
－
－

62
－
－
－

126
5,141

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（注）

（単位：百万円）

① ソブリン向け  

② 金融機関向け   

③ 法人等向け  

④ 中小企業等向け及び個人向け

⑤ 抵当権付住宅ローン      

⑥ 不動産取得等事業向け     

⑦ 3ヵ月以上延滞等    

⑧ 出資等

　 出資等のエクスポージャー

　 重要な出資のエクスポージャー

⑨ 他の金融機関等の対象資本調達手段のうち対象普通出資

　 等に該当するもの以外のものに係るエクスポージャー

⑩ 信用協同組合連合会の対象普通出資等であって

　 コア資本に係る調整項目の額に算入されなかった

　 部分に係るエクスポージャー

⑪ その他

信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

適格金融資産担保信用リスク削減手法

ポートフォリオ

保 証 クレジット・デリバティブ

11,921

－ 

－

6,714

1,242

63

3,249

38

613 

9,458

－ 

－

5,206

1,183

54

2,397

17

－

－

－

－

－

598 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－

－

－

－

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－

－ 

－ 

 － 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－

－

－

－

－

－ 

（注）当組合は、適格金融資産担保について簡便手法を用いています。

（注）

●業種別の個別貸倒引当金及び貸出金償却の額等

●リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャーの額等

●信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

16,014

437

38,989

4,258

4,499

6,215

66,665

210

－

－

－

137,289

H25年9月末 H26年9月末 H25年9月末 H26年9月末 H25年9月末 H26年9月末
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●

◆融資を通じた地域貢献
　① 貸出状況 

　　　事業者　運転資金　22,664百万円　　設備資金　　  54,398百万円 

　　　個　人　住宅資金　　4,115百万円　   消費者資金　　　   848百万円　　

　② 新規創業者支援ローンの取扱状況 

　　　「ウンウォン」　123件　598百万円

　③ 地方自治体の制度融資の取扱状況 

　　　53件　281百万円

　④ 在日本朝鮮商工会推薦融資の取扱状況

　　　34件　42百万円

トピックス

●組合内部研修

●各地域イベント

※店舗外自動機器設置状況　ＡＴＭ１台

2014年9月末現在

神奈川地域フットサル大会 「ハナカップ」(2014.9.21) 宇都宮ハナ会ゴルフコンペ (2014.4.9) 川崎支店課外授業 (2014.10.19)

新入職員勉強会 (2014.5.14) 内勤職員窓口基本研修 (2014.6.21)

（仮店舗にて営業中　東京都台東区東上野2-21-3 成宝ビル3階）
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